
第３節　平成16年中の道路交通事故の状況

縡　概況

　平成16年中の交通事故（人身事故に限る。以下同

じ。）発生件数は95万2,191件で，これによる死者数

は7,358人，負傷者数は118万3,120人であった。

　前年と比べると，死者数は344人（4.5％）減少し

たが，発生件数は4,198件（0.4％），負傷者数は

1,689人（0.1％）増加した。

　交通事故による死者数は，昭和32年（死者数

7,575人）以来46年ぶりに７千人台まで減少するに

至った平成15年を更に下回り，７千人台前半まで減

少するに至った。一方，発生件数及び負傷者数は，

過去最悪を記録した平成15年をわずかながら上回

り，発生件数は５年連続で90万件を超え，負傷者数

は６年連続で100万人を超えるなど，依然として憂

慮すべき交通情勢にある。

縒　交通死亡事故等の特徴

（1）　年齢層別交通事故死者数及び負傷者数

　平成16年中の交通事故死者数を年齢層別にみる

と，65歳以上の高齢者（3,046人）が12年連続で最

も多く，全死者数に占める割合は40％を超えてい

る。

　年齢層別に交通事故死者数を前年と比べると，30

～39歳を除く年齢層で減少しており，16～24歳の若

者（108人減）が特に減少している（第1‐5図）。

　年齢層別に昭和54年以降の人口10万人当たりの交

通事故死者数の推移をみると，16～24歳の若者は平

成２年以降減少傾向にあり，65歳以上の高齢者も８

年から９年連続減少している（第1‐6図）。

　交通事故負傷者数を年齢層別にみると，16～24歳

（23万506人）が最も多く，全負傷者数の19.5％を

占めている。前年に比べると，16～24歳（9,419人

減），25～29歳（5,184人減）が特に減少し，30～39

歳（6,914人増），65歳以上（4,342人増）が特に増

加している（第1‐7図）。

（2）　状態別交通事故死者数及び負傷者数

　平成16年中の交通事故死者数を状態別にみると，

自動車乗車中が2,918人と最も多く，全交通事故死
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　このアンケート結果をもとに推計すると，交通事故により死亡する危険性（＝道路上の危険）は，他の

不慮の事故により死亡する危険性（＝道路以外の危険）の約4.2倍となる。

不慮の事故による死亡数　総数　38,714人　（厚生労働省，平成15年）

道路交通事故による死亡数　　　10,645人　（厚生労働省発表の数字をもとに算出）

より，

　　
　〈道路上の危険〉　

　　　〈道路以外の危険〉　　　
　＝　

　10,645人　

２時間

　
　　　（38,714人―10,645人）　　　

（24時間―２時間）
　

　＝4.2倍

　また，睡眠時間７時間42分（15歳以上の値，総務省，平成13年）を道路以外の生活場所で過ご

す時間から除いた場合では，

　　
〈道路上の危険〉

〈睡眠を除いた道路以外の危険〉
　＝　

　10,645人　

２時間

　
（38,714人―10,645人）

　（24時間―２時間―７時間42分）　

　＝2.7倍



者数の39.7％を占めている（第1‐8図）。

　前年と比べると，原動機付自転車乗車中及びその

他を除き減少しており，特に，自転車乗用中（114

人減），自動車乗車中（110人減）が大幅に減少して

いる。

　最近の状態別の交通事故死者数の推移をみると，

以下のような特徴がみられる（第1‐9図）。

　①　自動車乗車中については，平成８年から４年

連続減少後，12年に増加し，13年から４年連続で減

少している。また，全交通事故死者数の39.7％と依

然として高い構成率となっている。

　②　歩行中については，平成８年から９年連続減

少した。自転車乗用中については，最近ほぼ横ばい

であったが，12年に減少後，13年は増加し，14年か

ら３年連続で減少している。

　③　自動二輪車乗車中については，平成７年以降

減少傾向にあったが，12年から増加傾向を示した

後，14年から３年連続で減少している。

　④　原動機付自転車乗車中については，最近ほぼ

横ばいであったが，12年に増加後，13年から３年連

続で減少し，16年は増加している。

　平成16年中の交通事故負傷者数を状態別にみる
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第 1‐5図 年齢層別交通事故死者数の推移

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，年齢層別死者数の構成率（％）である。
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第 1‐6図 年齢層別人口 10 万人当たり交通事故死者数の推移

注　人口は総務省資料により各年 10 月 1 日現在の国勢調査又は推計人口，死者数は警察庁資料による。
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と，自動車乗車中が73万5,987人と最も多く，全負

傷者数の62.2％を占めている。前年と比べると，自

動二輪車乗車中と自転車乗用中を除き，減少してい

る（第1‐10図）。

（3）　状態別・年齢層別の交通事故死者数

　平成16年と15年の状態別・年齢層別の交通事故死

者数を比較してみると，65歳以上の自転車乗用中

（98人減）が特に減少している。その他では，30

～39歳の自動二輪車乗車中（37人増），65歳以上の

原動機付自転車乗車中（25人増）で増加し，40～49

歳の自動車乗車中（59人減）， 16～24歳の自動二輪

車乗車中（58人減）で減少している。

　さらに，平成16年中の状態別の交通事故死者数を

年齢層別にみると，以下のような特徴がみられる。

　①　自動車乗車中の死者数については，65歳以上

の高齢者が全体の24.5％，16～24歳の若者が17.1％

を占めている（第1‐11図）。

　②　自動二輪車乗車中の死者数については，16

～24歳の若者が全体の31.8％と，依然として高い構

成率となっている。また，原動機付自転車乗車中の

死者数については，16～19歳の年齢層と65歳以上の

高齢者層を合わせた構成率が56.3％と高くなってい

る。

　③　自転車乗用中の死者数については，65歳以上

の高齢者が他の年齢層に比べ圧倒的に多く，全体の

59.5％となっている。また，負傷者数についても，

65歳以上の高齢者が多く（全体の16.3％），また16

～19歳の年齢層の割合も高くなっている。

　④　歩行中の死者数については，65歳以上の高齢

者が他の年齢層に比べ圧倒的に多く，全体の66.3％

となっている。なお，負傷者については，12歳以下

の子供の占める割合が65歳以上の高齢者とともに高

くなっている。
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第 1‐7図 年齢層別交通事故負傷者数の推移

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，年齢層別負傷者数の構成率（％）である。
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第 1‐8図 状態別交通事故死者数（平成 16 年）

注　警察庁資料による。
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　次に，交通事故死者数の過半数を占める16～24歳

の若者と65歳以上の高齢者について，昭和54年以降

の状態別の交通事故死者数の推移をみると，以下の

ような特徴がみられる。

　①　16～24歳の若者については，自動車乗車中が

昭和63年以降増加傾向にあったが，平成４年から減

少傾向に転じ，８年から４年連続減少し，12年はわ

ずかに増加したが，13年から４年連続で減少してい

る。

　また，自動二輪車乗車中については，平成元年以

降減少傾向が続いており，７年から10年連続減少し

ている（第1‐12図）。

　②　65歳以上の高齢者については，状態別で最も

多い歩行中が平成11年から５年連続減少したが，16

年は増加している。また，最近の傾向として自動車

乗車中は，７年に自転車乗用中と順位が入れ替わっ

て以来，増加の傾向にある（第1‐13図）。特に，自

動車運転中の増加が著しく，16年には499人と前年

に比べ増加し，なお平成元年の2.8倍になっている

（第1‐14図）。
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第 1‐9図 状態別交通事故死者数の推移

注　１　警察庁資料による。ただし，「その他」は省略している。
　　２　（　）内は，状態別死者数の構成率（％）である。
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第 1‐10 図 状態別交通事故負傷者数の推移

注　１　警察庁資料による。ただし，「その他」は省略している。
　　２　（　）内は，状態別負傷者数の構成率（％）である。
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　さらに，平成16年中の死者数を男女別にみると，

男性では自動車乗車中が44.2％を占め，女性では歩

行中が48.2％を占めている。

（4）　シートベルト着用の有無別死者数

　平成16年中の自動車乗車中の死者数をシートベル

ト着用の有無別にみると，非着用は1,592人で，前

年に比べて83人（5.0％）減少している。これを年

齢別にみると，特に，65歳以上の高齢者の非着用の

死者数は359人で，全非着用死者数の22.6％を占め

ているが，前年に比べると４人（1.1％）増加して

いる。

　平成７年以降の自動車乗車中の死者をシートベル

ト着用の有無別にみると，シートベルト着用者率

（死傷者数中のシートベルトを着用している者の割

合）の向上に伴い，非着用の死者数は減少を続けて

いる（第1‐15図）。
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第 1‐11 図 年齢層別自動車乗車中の交通事故死者数（平成 16 年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，年齢層別死者数の構成率（％）である。
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第 1‐12 図 若者の状態別交通事故死者数の推移

注　１　警察庁資料による。ただし，「その他」は省略している。
　　２　（　）内は，若者の状態別死者数の構成率（％）である。
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　自動車乗車中の死傷者について着用者率をみる

と，平成５年以降上昇している。着用者の致死率

（交通事故死傷者数に占める死者数の割合）は，非

着用者の致死率の約11分の１であり，シートベルト

着用者率の向上が，自動車乗車中の交通事故死者数

の減少に結びついている（第1‐16図）。

（5）　チャイルドシート着用の有無別死者数

　平成16年中の６歳未満幼児の自動車同乗中の死者

数は，前年より10人増加の41人であり，車両大破事

故を除いた死者15人のチャイルドシート着用の有無

は，着用３人，非着用12人であった。

　以上の15人について，チャイルドシート着用有無

等から算出した致死率は，チャイルドシート着用者

が0.04％，非着用者は，0.24％であり，チャイルド

シート非着用者の致死率は着用者の約６倍となって

おり，チャイルドシートの効果を十分に確認するこ

とができる（第1‐2表）。
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第 1‐13 図 高齢者の状態別交通事故死者数の推移

注　１　警察庁資料による。ただし，「その他」は省略している。
　　２　（　）内は，高齢者の状態別死者数の構成率（％）である。
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第 1‐14 図 若者・高齢者の自動車運転中交通事故死者数の推移

注　警察庁資料による。
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（6）　自動車等運転中の携帯電話使用及びカーナビ

ゲーション装置等の画像の注視による交通事故発

生状況

　平成16年中の自動車等運転中の携帯電話使用によ

る交通事故発生件数は1,868件で，前年より729件減

少している。これを11月１日の改正道路交通法施行

前後で比較すると，１月から10月までが対前年比で

24.1％の減少であるのに対して，11月，12月の２ヶ

月間では48.7％減少しており，施行後の減少が著し

い。近年の傾向としては，11年11月に施行された改
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第 1‐15 図 シートベルト着用の有無別自動車乗車中死者数の推移

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は着用の有無別死者数の構成率（％）である。
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第 1‐16 図 シートベルト着用の有無別致死率及び自動車乗車中死傷者のシートベル

ト着用者率の推移

注　警察庁資料による。
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0.18
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0.21

第1‐2表 チャイルドシート着用の有無別被害者数及び被害率

注　１　警察庁資料による。
　　２　大破事故による被害及び着用の有無不明を除く。
　　３　致死率＝死者数÷全死傷者数×100（％）
　　４　死亡重傷率＝（死者数＋重傷者数）÷全死傷者数×100（％）

チャイルドシート着用の有無
被害者数（人） 被害率（％）

死者数 重傷者数 軽傷者数 合計 致死率 死亡重傷率

着用 3 42 7,503 7,548 0.04 0.60

非着用 12 58 4,847 4,917 0.24 1.42



正道路交通法により携帯電話等の走行中の使用が禁

止されて以降，12年は大幅に減少したものの，13年

は増加し，14年以降は減少傾向が続いている。

　また，自動車等運転中のカーナビゲーション装置

等の画像の注視による交通事故発生件数は，1,253

件で，前年より155件増加している。

（7）　月別，曜日別，昼夜別交通事故発生状況

ア　月別交通事故発生状況

　平成16年中の交通事故発生状況を月別にみると，

そのピークは発生件数，死者数ともに12月となって

おり，年の後半に多くなる傾向が続いている（第1‐

17図）。

イ　曜日別交通死亡事故発生件数

　平成16年中の交通死亡事故発生件数を曜日別にみ

ると，月曜日から日曜日までの全体の平均は１日当

たり19.4件であるのに対し，土曜日に20.1件と交通

死亡事故が多発している（第1‐18図）。

ウ　昼夜別交通事故発生状況

　平成16年中の交通事故発生状況を昼夜別にみる

と，夜間の発生件数が事故全体の28.1％であるのに
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第 1‐17 図 月別交通事故死者数及び事故発生件数の推移（平成 16 年）

注　警察庁資料による。
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第 1‐18 図 曜日別一日平均死亡事故発生件数（平成 16 年）

注　警察庁資料による。
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対して，夜間の交通死亡事故発生件数は死亡事故全

体の52.1％を占めている（第1‐19図）。これを交通

事故1,000件当たりの交通死亡事故発生件数（死亡

事故率）でみると，夜間が13.8件，昼間が5.0件で

夜間は昼間の2.8倍になっている。

　昼夜別に交通死亡事故発生件数の推移をみると，

近年一貫して夜間の発生件数が昼間の発生件数を上

回っているが，年々その差は減少傾向にある（第1‐

20図）。

（8）　道路形状別交通死亡事故発生件数

　平成16年中の交通死亡事故発生状況を道路形状別

にみると，交差点内が最も多く（37.4％），次いで

一般単路（交差点，カーブ，トンネル，踏切等を除

いた道路形状をいう。）（35.3％），カーブ（16.3％）

の順になっている（第1‐21図）。

（9）　第１当事者の交通死亡事故発生件数

　平成16年中の第１当事者（交通事故の当事者のう

ち，過失が最も重い者又は過失が同程度の場合は被

害が最も軽い者をいう。）の交通死亡事故発生件数

を車種別にみると自家用乗用車（49.4％），自家用

貨物車（19.9％）の割合が多い（第1‐22図）。
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第 1‐19 図 昼夜別交通事故発生件数（平成 16 年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，発生件数の構成率である。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％） 

交通事故発生件数 
952,191件 

昼684,490件（71.9％） 夜267,701件（28.1％） 

昼3,391件（47.9％） 夜3,693件（52.1％） 死亡事故発生件数 
7,084件 

第 1‐20 図 昼夜別死亡事故発生件数の推移

注　１　警察庁資料による。
　　２　夜間とは日没から日の出までの間をいう。
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　第１当事者の法令違反別に交通死亡事故発生件数

をみると，漫然運転（13.2％），脇見運転（12.0％），

最高速度違反（10.0％）の順に多い（第1‐23図）。

　自動車運転者が第１当事者となった死亡事故件数

は，減少傾向で推移している。これを運転者の年齢

別にみると，16～24歳の若者は，平成16年には元年

の0.38倍に減少しているのに対し，65歳以上の高齢

者はほぼ一貫して増加しており，16年には元年の

2.91倍に増加している（第1‐24図）。

（10）　事故類型別交通死亡事故発生件数

　平成16年中の事故類型別に交通死亡事故発生件数

をみると，車両相互事故が最も多く（47.4％），以

下，人対車両（30.8％），車両単独（21.1％），列車※

（0.7％）となっている。さらに，細分類でみると，

出会い頭衝突（16.5％），工作物衝突（14.2％），そ

の他横断中（横断歩道・横断歩道付近以外での横断

中）（14.2％），正面衝突（12.8％）の割合が高く

なっている（第1‐25図）。
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第 1‐21 図 道路形状別死亡事故発生件数（平成 16 年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，発生件数の構成率である。

交差点内 
2,650件 
（37.4％） 

交差点付近 
573件（8.1％） 

一般単路 
2,498件 
（35.3％） 

カーブ 
1,157件 
（16.3％） 

トンネル・橋 
133件（1.9％） 

合　計 
7,084件 

踏切・その他 
73件（1.0％） 

交差点 
3,223件 
（45.5％） 

単路 
3,788件 
（53.5％） 

第 1‐22 図 第 1当事者別死亡事故発生件数（平成 16 年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，発生件数の構成率である。

乗用車 
3,500件 
（49.4％） 自家用 

4,907件（69.3％） 

二輪車 
863件 

（12.2％） 

事業用 
700件 
（9.9％） 

貨物車 
1,407件 
（19.9％） 

自動二輪車 
433件（6.1％） 

貨物車 
626件 
（8.8％） 

原動機付 
自転車 

430件（6.1％） 

自転車 265件（3.7％） 

歩行者 252件（3.6％） 

その他・不明 97件（1.4％） 乗用車 74件（1.0％） 

合　計 
7,084件 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　列車が当事者となった踏切上の事故

第 1‐23 図 第１当事者の法令違反別死亡事故発生件数

（平成 16 年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，発生件数の構成率である。

歩行者 
252件 
（3.6％） 

当事者不明 
63件（0.9％） 

追越違反 
68件（1.0％） 
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（3.4％） 

信号無視 
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一時不停止等 
320件（4.5％） 
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（13.2％） 
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最高速度違反 
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合　計 
7,084件 

第 1‐24 図 自動車（第１当事者）運転者の若者・高齢者別死

亡事故発生件数の推移

注　１　警察庁資料による。
　　２　平成元年を１とした指数
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縱　高速自動車国道等における交通事故発生状況

（1）　概況

　高速自動車国道等（高速自動車国道及び指定自動

車専用道路（道路交通法第110条第１項の規定によ

り国家公安委員会が指定する自動車専用道路）をい

う。以下同じ。）における平成16年中の交通事故発

生状況は，高速自動車国道では，交通事故6,840件

（うち死亡事故204件）が発生し，死者数256人，負

傷者数１万1,740人である（第1‐26図）。また，指定

自動車専用道路では，交通事故6,957件（うち死亡

事故68件）が発生し，死者数73人，負傷者数１万

379人となっている。高速自動車国道等において，

これを前年と比較すると，死者数は22人（6.3％）

減少し，負傷者数は542人（2.5％）減少した。

（2）　死亡事故率

　高速自動車国道等は自動車専用の道路であり，原

則として上下線が分離されていることから事故率は

低く，高速自動車国道についてみれば，平成16年で
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第 1‐25 図 事故類型別死亡事故発生件数（平成 16 年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　（　）内は，発生件数の構成率である。
　　３　横断歩道横断中には，横断歩道付近横断中を含む。

横断歩道横断中 
632件（8.9％） 

その他横断中 
1,008件（14.2％） 

対・背面通行中 
220件（3.1％） 

その他 325件（4.6％） 

出会い頭衝突 
1,169件（16.5％） 追突 427件（6.0％） 

右折時衝突 374件 
（5.3％） 

その他 481件（6.8％） 

路外逸脱 249件（3.5％） 

工作物衝突 
1,008件（14.2％） 

その他 236件（3.3％） 列車 47件（0.7％） 

人対車両 
　2,185件 
　　（30.8％） 

　車両単独 
　1,493件 
（21.1％） 

車両相互 
3,359件（47.4％） 

正面衝突 
908件（12.8％） 

合　計 
7,084件 

第 1‐26 図 高速自動車国道等における交通事故発生状況の推移

注　警察庁及び国土交通省資料による。
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１億走行台キロ当たりの交通事故は9.9件である。

　しかし，高速自動車国道等は高速走行となるた

め，わずかな運転上のミスが事故に結びつきやす

く，しかも一たび事故が発生すると被害が大きく，

関係車両や死者数も多数に及ぶ重大事故に発展する

ことが多い。このため，交通事故発生件数に占める

死亡事故件数の割合（死亡事故率）は，その他の道

路の約2.7倍となっている。

（3）　事故類型別及び法令違反別発生状況

　平成16年中の高速自動車国道等における事故類型

別発生状況は，車両相互の事故が事故全体の

83.7％，車両単独事故が15.4％，その他の事故が

1.0％で，車両単独事故の割合が一般道路（5.6％）

に比べ高い。

　車両相互の事故では，車線上の停止車への追突が

最も多く，次いで走行車への追突の順になってい

る。

　車両単独の事故では，防護さく等への衝突が最も

多く，次いで中央分離帯への衝突の順になってい

る。

　また，平成16年中の高速自動車国道等における法

令違反別発生状況は，前方不注視が交通事故全体の

42.3％で最も多く，次いで動静不注視（18.0％），

安全不確認（7.9％），ブレーキ操作不適（7.8％）

の順となっている。

（4）　昼夜別交通事故発生状況

　平成16年中の高速自動車国道等における昼夜別交

通事故発生状況をみると，夜間は発生件数が全体の

32.4％であるのに対し，死亡事故件数は59.9％を占

めている。これを交通事故発生件数に占める死亡事

故件数の割合（死亡事故率）でみると，夜間が

3.6％，昼間が1.2％で，夜間は昼間の約３倍になっ

ている。
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